
　

一
般
会
計
の
総
額
が
１
０
６
兆
６
０
９
７
億
円
と
な
る
令
和
３
年
度
予
算
が

３
月
26
日
の
参
院
本
会
議
で
与
党
な
ど
の
賛
成
多
数
で
可
決
し
、
成
立
し
た
。

同
予
算
の
成
立
に
よ
り
、
わ
が
党
は
政
府
と
一
体
で
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の

感
染
拡
大
防
止
対
策
を
加
速
さ
せ
る
と
と
も
に
、
菅
内
閣
が
掲
げ
る
デ
ジ
タ
ル

社
会
や
グ
リ
ー
ン
社
会
の
実
現
に
向
け
た
施
策
を
強
力
に
進
め
る
決
意
だ
。

　

３
年
度
予
算
は
１
月
に

成
立
し
た
２
年
度
第
３
次

補
正
予
算
と
一
体
で
編
成

し
「
15
カ
月
予
算
」
と
位

置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
新

型
コ
ロ
ナ
の
感
染
拡
大
防

止
対
策
に
万
全
を
期
し
つ

つ
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
や
グ

リ
ー
ン
社
会
、
地
方
創

生
、
少
子
化
対
策
な
ど
全

世
代
型
社
会
保
障
と
い
っ

た
中
長
期
的
な
課
題
に
対

応
す
る
内
容
と
な
っ
た
。

　

感
染
拡
大
防
止
に
向
け

た
取
り
組
み
に
つ
い
て

は
、
予
期
せ
ぬ
状
況
に
備

え
、
予
備
費
５
兆
円
を
措

置
し
た
。
２
年
度
第
３
次

補
正
予
算
で
は
病
床
・
宿

泊
療
養
施
設
の
確
保
、
ワ

ク
チ
ン
接
種
体
制
の
整
備

な
ど
の
経
費
を
盛
り
込
ん

だ
が
、
３
年
度
予
算
で
感

染
症
危
機
管
理
体
制
・
保

健
所
体
制
の
整
備
や
感
染

症
対
策
の
た
め
の
診
療
報

酬
の
臨
時
的
措
置
を
図
る

こ
と
に
よ
り
、
感
染
拡
大

防
止
に
万
全
を
期
す
。

　

デ
ジ
タ
ル
社
会
の
実
現

に
向
け
た
施
策
の
象
徴
と

な
る
の
が
デ
ジ
タ
ル
庁
の

設
置
だ
。
組
織
の
縦
割
り

を
排
し
、
強
力
な
総
合
調

整
機
能
を
有
し
た
司
令
塔

と
し
て
国
全
体
の
デ
ジ
タ

ル
化
を
主
導
。
官
民
の
高

度
専
門
人
材
を
結
集
し

５
０
０
人
規
模
の
体
制
で

９
月
に
ス
タ
ー
ト
予
定
。

　

脱
炭
素
化
と
経
済
成
長

を
両
立
す
る
「
グ
リ
ー
ン

社
会
」
の
実
現
に
つ
い
て

は
、
政
府
が
環
境
投
資
を

強
力
に
行
う
こ
と
で
大
き

な
一
歩
を
踏
み
出
す
。
今

回
の
予
算
で
は
二
酸
化
炭

素
の
排
出
削
減
に
取
り
組

む
企
業
に
対
す
る
成
果
連

動
型
の
低
利
融
資
制
度
の

創
設
や
、
再
エ
ネ
・
省
エ

ネ
の
研
究
開
発
・
導
入
を

支
援
す
る
た
め
の
経
費
な

ど
を
計
上
し
た
。

　

子
供
か
ら
高
齢
者
ま
で

全
て
の
人
が
安
心
で
き
る

社
会
保
障
改
革
も
果
断
に

進
め
る
。
40
年
ぶ
り
の
大

改
革
と
な
る
小
学
校
の
35

人
学
級
や
、
不
妊
に
係
る

支
援
強
化
、
保
育
の
受
け

皿
整
備
な
ど
、
き
め
細
か

に
改
革
を
推
進
す
る
。

新型コロナウイルスの感染拡大防止対策に万全を期しつつ、中
長期的な課題（デジタル社会・グリーン社会、地方創生、全世
代型社会保障など）にも対応

【新型コロナウイルス感染拡大防止】
●予期せぬ状況の変化に備え、コロナ予備費を措置
●感染症危機管理体制・保健所体制の整備、感染症対策のため
の診療報酬の臨時措置、医療機器の国内生産能力の増強などに
より、さらなる感染防止に取り組む
【デジタル社会・グリーン社会】
●９月に強力な総合調整機能を有するデジタル庁を設置。マイ
ナンバーカードの取得促進。運転免許証とマイナンバーカード
の一体化を推進
●グリーン社会の実現に向け、二酸化炭素の排出削減に取り組
む企業に対する成果連動型の低利融資制度の創設やＥＳＧ投資
の呼び込み支援を実施。再エネ・省エネなどの研究開発・導入
を支援

令和３年度予算のポイント

【社会保障】
●新型コロナウイルス感染症への対応を引き続き促進。職員の処遇改善にも配
慮した介護報酬改定、障害福祉サービスなど報酬改定の実施に必要な経費を確
保しつつ、毎年薬価改定の実現により実勢価格の下落を反映して国民負担を軽
減
●後期高齢者医療の自己負担割合の見直しなどの制度改革と併せて、少子化対
策を推進（保育の受け皿の整備、不妊治療費用の助成など）
【教育・科学技術】
●デジタル教科書の普及、オンライン学習システムの全国展開などを推進。３
年度から５年間で小学校の35人以下学級を実現
●博士後期課程学生の処遇向上とキャリアパスの確保を一体的に行う大学を支
援する「大学フェローシップ」事業を創設
【地方創生】
●移住支援事業を拡充するとともに、地方創生テレワーク推進事業を展開
●自然・文化を生かした高付加価値なコンテンツの創出や、ホテル・旅館のサ
ービス向上を加速。観光ＤＸやワーケーションを推進
【公共事業】
●河川の流域全体での治水対策や新技術を活用した老朽化対策など、防災・減
災、国土強靱化への重点化を推進
●大規模な直轄土木工事における設計の３次元デジタル化を原則化し、建設業
の生産性向上を促進
【農林水産】
●農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略に基づき、輸出重点品目について、産
地育成や輸出障壁の解消、海外での販路開拓を一体的に推進
●農林水産行政のＤＸを推進。温室効果ガスの吸収源となる森林資源の適切な
管理や木材製品の利用拡大を推進
【復興】
●地震・津波被災地域においては、心のケアなどの被災者支援。原子力災害被
災地域においては、中間貯蔵施設の整備や、帰還・移住の促進などの取り組み
を推進。復興のステージに応じた被災地のニーズにきめ細かに対応
【外交・防衛】
●保健分野でのＯＤＡを拡充。旅券の電子申請に向けたデジタル化推進をはじ
め、外交・領事実施体制を強化
●宇宙・サイバー・電磁波といった新領域の能力強化など、領域横断作戦を可
能とする態勢の構築を推進

各歳出分野の特徴

３年度予算の可決、成立を受けて議場に向かって
一礼する菅義偉総理（右端）ら

令
和
３
年
度
予
算
が
成
立
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